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要 旨
　本稿の目的は、プリーストリーの教育思想を国家論の観点から明らかにすることである。プ
リーストリーは教育者としても非常に大きな貢献をなした思想家であったが、彼の国家論の観点
から教育思想に着目した先行研究は断片的な考察にとどまっている。そこで本稿では、プリース
トリーの国家と教育の関係及びウォーリントン・アカデミーでのカリキュラム案を概観しプリー
ストリーの教育思想の全体的な特徴を析出することとしたい。
　まず第１節において本論の問題の所在を明確化し、第２節で教育における国家の消極的な役割
について考察し、教育分野に対する国家不干渉の原則というプリーストリーの基本的な立場を明
らかにする。次に第３節において、非国教徒アカデミーの成立背景およびその中でプリースト
リーの果たした役割等について論じる。第４節では、プリーストリーが考える非国教徒アカデ
ミーでの教育理念を考察し、国家が保証しなければならない自由としての言論や表現の自由を取
り上げる。そのような保証がなければ、全ての人々への知識の伝達経路は寸断されてしまうとい
うのがプリーストリーの教育論の核心だからである。それでは、どのような知識を伝えればよい
か。プリーストリー自身はこの中でとりわけ歴史を重要視し、歴史教育の重要性を強調していた
のであった。最後に第５節において本論の議論を総括する。
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１）本論は『J. プリーストリーの社会経済思想』（2014年３月、兵庫県立大学学位請求論文）の第６章（「人
間形成としての教育論」）として執筆したものを大幅に加筆、修正したものである。

２）2005年３月関西大学経済学部経済学科卒業。筆者の研究の出発点の１つとして植村邦彦先生が2004年
度後期に開講された「社会思想史」の授業を挙げることができる。当時、植村（2001）を教科書とし
て授業が展開され、筆者が「近代」に対して極めて大きな関心を持つようになった。このような関心
を与えていただいた植村邦彦先生に感謝する次第である。
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１　はじめに

　本論の目的は、ジョセフ・プリーストリー（Joseph Priestley, 1733-1804）の教育思想を

国家論との観点から考察し、その特徴が彼の構想する非国教徒アカデミーでのカリキュラム

案や授業計画に見られることを明らかにする点にある。プリーストリーは、近代ユニテリア

ンの創始者であるだけでなく、自然科学者として名を挙げた。だが、彼の数多くある著作の

中で、教育に関わる著作は非常に多く、教育者としても非常に優れた才能をもっていた。こ

れまでの彼の教育論に関する研究の多くは、ハートリー哲学から観念連合論などをプリース

トリーがどのように受容し、そして、その哲学が教育にどのように生かされたかが主題と

なっている。言い換えれば、「教育哲学」として理解されてきたということができる３）。し

かしながら、これまでの教育哲学の観点から行われてきた先行研究から欠落する観点が存在

する。つまり、彼の教育論が彼の国家論と密接に結びついており、なぜそのような密接な結

びつきが必要であったかについて必ずしも明らかにされているわけではない。本論はそれら

の点について明らかにすることが目的である。

　また、そのような消極的な目的だけでなく、彼の教育論が再検討される積極的な理由とし

て、プリーストリーが18世紀を中心とする近代教育思想史において非常に重要な地位を占め

ていることも挙げられる。Schofield（1997. 121）は、17世期晩年から19世紀中頃の教育に関

するもっとも重要な著述家の一人としてプリーストリーを評価した。「〔ジョン・〕ロック

〔John Locke, 1632-1704〕の『教育に関する考察』（1693）とハーバート・スペンサー

〔Herbert Spencer, 1820-1903〕の「どのような知識がもっとも価値をもっているか」（『ウェ

ストミンスター・レヴュー』（1859））の期間で、教育に関するもっとも重要なイングランド

人著述家であった」と彼は指摘している。また、眞壁（2016. 107）は、プリーストリーの

「教育思想史上の貢献」として、「近代的・世俗的な知識の伝達を、教育の正規の課題として

組み込んだことにある」と指摘する。永井（1983）や安川（1982; 1995）もプリーストリー

の教育思想の後世に対する影響を示唆している。とりわけ、永井（1983, 295-296）は、リ

チャード・ラヴェル・エッジワース（Richard Lovell Edgeworth, 1744-1817）が、自身の教

育論を「プリーストリー・モデル」をもとに構築し、哲学的急進主義者ジェレミー・ベンサ

ム（Jeremy Bentham, 1748-1832）の先駆となったと指摘している。しかしながら、これら

の先行研究において、プリーストリーの教育論が彼の国家論との関係から論じられているわ

３）このような観点からの考察において特に主要なものは、Watt（1983; 1994; 2005）の一連の研究におい
て見出される。
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けではない。一つの例外として杉山（1974. 58）を挙げることができる。杉山は、後に見る

プリーストリーのウォリントン・アカデミーでの講義をより展開すると同時に、「国家によ

る教育推進論に対抗するために」『統治論』を執筆したと教育の問題を国家論と関係付けな

がら論じている。しかし、杉山はウォリントン・アカデミーでプリーストリーが構想した教

育の具体的な中身について論じておらず、ウォリントン・アカデミーでの授業が彼の国家論

との関係からどのように設計されたのかについての考察にまで及んでいない。言い換えれ

ば、杉山の考察は国家論における教育の問題を考察しているのである。そこで本論では、プ

リーストリーの教育思想そのものを、とりわけ、彼の教育に関わるテキストに即して再検討

し、その特徴等を国家論との関係から析出したい。

　本論の結論は以下のとおりである。従来の研究では、それほど重視されなかったが、プ

リーストリーの教育論の一般原則は、国家不介入の原則にある。プリーストリーは、宗教的

自由ないし宗教的寛容と密接に絡みあう宗教教育だけでなく、教育全般に対して国家が介入

することを極めて危険であるとみなしたのであった。それは親の子どもに対する養育権の放

棄を国家が要求することに他ならないからである。国家不介入の原則を貫徹するために彼

は、国教会から切り離され教育施設として新設された非国教徒アカデミーでの教育を重要視

した。しかしながら、新設するとなるとそのアカデミーで教える内容を作り上げる必要性が

生じる。ゆえに、そのアカデミーで教えられる新たなカリキュラムを作成する必要に迫られ

た。アカデミーでの教育において重視されたことは、当時行われていた高等教育における聖

職者教育に代わる実学教育であった。それにより商業のさらなる拡大といった当時の中産階

級に非常に適合した教育を実施しようとしたのである。だが、そのような教育が中産階級に

よる知識の独占をもたらすとプリーストリーは考えていなかった。彼は、中産階級による知

識の普及を通して、全ての人々が様々な知識を持ち合わせ、最終的に社会全体に幸福と平和

が世界にもたらされると極めて楽観的に考えていたのであった。

　本論は以上の結論を導くために、次のような順で論じられる。まず、第２節において、教

育と国家との関わりを考察する。この中では、教育分野になぜ国家が介入してはならないか

というプリーストリーの基本的論点を明らかにする。次に第３節において、非国教徒アカデ

ミーの成立背景およびプリーストリーの果たした役割等について論じる。第４節では、プ

リーストリーが考える非国教徒アカデミーでの教育理念を考察し、国家が保証しなければな

らない自由としての言論や表現の自由を取り上げる。そのような保証がなければ、全ての

人々への知識の伝達経路は寸断されてしまうというのがプリーストリーの教育論の核心だか

らである。それでは、どのような知識を伝えればよいか。プリーストリー自身はこの中でと

りわけ歴史を重要視し、歴史教育の重要性を強調していたのであった。最後に第５節におい
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て本論の議論を総括する。

２　教育と国家

　プリーストリーが教育論を執筆するきっかけとなったのは、『統治論』同様、ジョン・ブ

ラウン（John Brown, 1715-66）による著作の出版であった。プリーストリーは下記のよう

にブラウンと立場が異なることを明確にしている。

　 「ブラウン博士は、『市民的自由、不道徳、徒党に関する思想』と題された論文や、『女性

の性格と教育に関する説教』に付け加えた『提案された教育規則に関する補足』において

〔プリーストリーと〕反対の主張をした（Priestley 1768. 41）。」

ブラウンの主張は、Crimmins（2013）に従えば、スパルタの美徳を称賛し、教育に対する

国家の介入を全面的に支持するものであった。それはイングランド国教会体制を堅持し、国

家の安定を図ろうとする当時のイングランド国教会の指導者たちの考えとも一致する４）。プ

リーストリーに従えば、ブラウンは「国家における内紛を防ぎ、聖職者や市民という素晴ら

しい制度の普及を守る唯一の効果的な方法として、立法者によって作り上げられた教育計画

を懇願している（43）」のである。それゆえ、親は子どもたちにどのような教育を与えるの

かを考える余地もない。ブラウンは国家による子どもの一元管理を要求している。プリース

トリーによれば、ブラウンは、「父親は、彼自身の好みと気まぐれによって子どもたちを教

育する権利をもっていない。彼らは、早い時期に作法manners や金言、職務や刻苦、言い

換えれば、国家の特質と一致する全ての精神的、肉体的知識や習慣を教え込むために公共の

事務官たちに引き渡される。家族的結合は受け入れられない（42）」と論じている。このよ

うなとりわけ初等教育に対する介入を容認するブラウンの主張は、「国家の平穏」のためだ

けになされるものである。このような「知識や習慣」の固定化された観念を子どもに教える

というブラウンの態度を、プリーストリーは容認することができなかったのである。

　ブラウンに対するプリーストリーの反論は、大きく分けると二点である。まず、教育は

「国家の平穏」のためになされるべきではない。次に、親の子どもに対する教育権は奪われ

４）この点において、イングランド国教会の支配者層の一人であったジョサイア・タッカーもまた、ブラ
ウンと同じような見解を持っており、国教会派の教育思想や教育政策は比較的類似していたものと考
えることができる。タッカーの思想およびタッカーとプリーストリーの比較については松本（2015）
を参照。
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てはならない。これらの二点を教育機会の多様性の確保という観点から必要であるとプリー

ストリーは考えていたのであった。

　教育機会の多様性をめぐるプリーストリーの主張はブラウンの主張と真っ向から対立す

る。プリーストリーは論じる。

　 「教育は、もっとも広義な意味において、当然のことながら、人を作ることである。それ

ゆえ、教育の単一の方法は、一種類の人間だけを作り出すであろう。だが、人間本性の偉

大な素晴らしさは、それが受け入れることができる多様性にある。したがって、均一的で

固定化された教育制度によって、人類を同一にしておこうとするのではなく、私たちの中

にさらなる多様性をもたらすだろうあらゆるものに対する自由な視野を与えるようにしよ

う。」（46）

このように、プリーストリーは人間本性を均一的ないし固定化されず、変化することができ

るものであるとみなしていた。多様な個人を育成するためには、国家による均一的ないし固

定的な教育制度を避けなければならないと考えていた。教育機会の多様性が様々な人間の育

成に繋がるとみなしていたのであった。

　他方、国家が提供する一元的な教育は、「市民の力は変化」させる余地をなくし、「全ての

種類の議論と説得に対して耳を傾けな」くするとプリーストリーは考えた。もしそのような

教育制度が変化されなければ、人々は「完成」へ向かう手段を提供されず、ますます他人に

対して不寛容になり、「真実〔この場合はとりわけ知識〕はそれが普及する機会をもってい

ない」状態が続くとプリーストリーは危惧していたのであった。（Priestley 1770. 406）

　プリーストリーはこの「真実」すなわち知識が人間の様々な能力に影響を与え、最終的に

「完成 perfection」をもたらすための手段であるとみなした。彼は「知識が人々の完成に貢

献するし、多かれ少なかれ、知識を獲得する機会がなければ、より優れた能力は彼に何ら目

的を与えないであろう（Priestley 1778. 143-144）」と論じる。すべての人々に知識を獲得す

ることができる機会を保証する必要を感じていたのである５）。

　また、18世紀の後半になるとプリーストリーは教育への国家の干渉により徹底的に反論を

加えるようになった。これは、『統治論』においてそれほど現れない視点であったし、それ

５）知識の増加が最終的に楽園状態をもたらすことができるとプリーストリーは考えていた。『統治論』の
有名な一節において彼は以下のように論じる。「この世界の始まりがどのようなものであろうとも、そ
の終局は、私たちの創造力が今、思いつくことができるもの以上に輝かしく、楽園的であるだろう。」
（Priestley 1768. ９）
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は国家論の観点からだけではなく、経済的な観点からも論じられるようになった。つまり、

プリーストリーの教育論は国家による教育の独占といった問題に留まらず、政府そのものの

規模と機能の縮小および政府の財政規模の縮小と関連付けられて論じられるようになる。プ

リーストリーは以下のように論じる。

　 「その〔教育の〕偉大な目的は、科学、技芸、製造業、商業の栄えた状態であり、それら

から人類に引き起こされる悲惨さをともなう戦争の消滅、（ある場合には理性に反した傲

慢さを、別の場合には卑しい隷属状態を作り出す）野蛮な時代の子孫であるすべての無用

な区別の廃絶、そして、すべてのそのような負担や公共善が求めていないようなあらゆる

種類の重荷からの全般的解放である。つまり、政府をできる限り有益にし、できる限り高

価でなく、重荷とならないようにすることである。」（Priestley 1791a. 434）

彼はアメリカ植民地の独立をモデルとし、自由な教育がもたらす個人の育成が、最終的に政

府という重荷から人々を解放すると考えていたのである。

　このようなプリーストリーの小さく安価な政府論というものは、彼の様々な著作の中で繰

り返し論じられており、彼の政府論を貫く最も重要な論点の一つである。教育がその目的に

資すると彼は考え、教育に対して極めて積極的な意味を見出していたと言える。これは、同

じように政府機能の限定を求めたアダム・スミスとは異なる意味を教育に見出していたこと

を意味する。

　スミスは教育の重要性を指摘するが、それはあくまでも分業の弊害を是正するという─

プリーストリーから見れば相対的に─消極的な意味付けであった。分業により人々は単純

作業に従事するようになるため無知になる。社会が教育という機能を作り上げることによっ

て人々が無知にならないようにする必要があった。スミスにとって教育は「政府が一定の配

慮をする必要がある（Smith 781. / 訳 Ⅲ 143.）」ものであった。

　このような最小国家論は、プリーストリーの宗教の国教化に対する批判と重なる部分が多

い。それは、彼が市民的自由の２つの重要な部門として教育と宗教を挙げていたことからも

明らかであるだろう６）。また、次のようにも論じる。

　 「イングランドでは、政府が宗教に対して行った配慮は教育事業にまで及び、国費で運営

されている大学はイングランド国教会の構成員の教育に限定され、入学時に三十九条への

署名を義務付けるか、学生に国教会の礼拝に出席し、自分がその教会の誠実な会員である

６）プリーストリーが論じた市民的自由の概念の詳細については、松本（2020）を参照。
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ことを宣言するようにして、〔国教会以外の〕すべての宗派を厳格に排除しているのであ

る。」（Priestley 1803. 364）

この中でも彼は国教会による教育の事実上の独占を非難し、教育の領域に宗教が入り込んで

いることに対して強い懸念を示している。

　彼によれば、イングランドにおける宗教の国定化、つまり国教制を放棄することで政府の

機能が最小化され、安価となるという２重の意味での小さな政府が達成されると考えた。

『バークへの手紙』において、彼は次のように論じている。

　 「政府は、その目的がこのように単純であれば、現在よりも言いようのないほど費用がか

からず、本来の目的を果たすのにはるかに効果的である。そうなれば、正義の執行や平和

の維持以外に〔政府の役割は〕ほとんどないであろうし、政府を助けるために、あらゆる

人々の関心がそれらに注意を払うようになるであろう。」（Priestley 1791b. 242）

教育に対してはとりわけ政府が関心を払わずとも、あらゆる人々が関心を払う対象であると

プリーストリーは考えていた。彼は下記のように論じる。

　 「公教育は、社会全体が関心を持っている対象である。したがって、政府がこれに何らか

の注意を払うことは適切であろう。しかし、個人の関心はさらに高いため、国は各地区に

学校を設立したり、教師が十分な給料や適切な部屋の使用などによって、自ら申し出た者

を指導するように誘導する方法を指示するだけで、教師の維持費の大部分を指導料から得

るようにするのが最善であろう。読み書きの技芸はすべての人にとって特に重要であるた

め、すべての人がその技術を学ぶことができるように、報酬や罰によって効果的な規定を

設けるべきであると思われる。」（Priestley 1803. 223）

このような教育の提供方法は、とりわけ下層の人々にとって有用であるとプリーストリーは

考えていた。というのも、自らの所得により自らの子どもを教育する教員を雇い入れること

ができる中流以上の人々にとって、国家により教育が提供される必要すらなかったのであ

る。

　プリーストリーの教育思想は、当初、国家論との関係から均一的な人々の育成を目標とす

るような政府の教育事業の独占を批判であった。しかし、18世紀の晩年に差し掛かり、アメ

リカの状況やフランス革命の勃発などに影響を受け、そのような視点だけでなく、小さな政
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府を達成するために教育の問題が国家論と関連付けて論じられるようになったのであった。

３　プリーストリーと非国教徒アカデミー７）

　このようなプリーストリーの教育思想は当時の実際の制度と大きな関係を持っている。な

ぜなら、当時のイングランドの教育制度では、あらゆるイングランド人が同じように教育機

会を得ることはできなかったからである。とりわけイングランド国教会に属しない非国教徒

たちは、国家が運営する教育制度から排除されていた。また、高等教育を担うオックス

フォードやケンブリッジといった大学も特権階級の人々だけがアクセスできる機関であっ

た。それゆえに非国教徒たちは自分たちが通うことのできる高等教育機関を自前で作り上げ

る必要があった。

　非国教徒アカデミーが創設されたきっかけとなったのは、1661年の自治体法（the 

Corporation Act）と1673年の審査法（the Test Act）の制定であった。この法律によって

非国教徒は、国教会の39カ条の宣誓書に署名しない限り、オックスフォード大学やケンブ

リッジ大学への入学を許可されなくなった。また、1662年の統一礼拝法（the Act of 

Uniformity）および1665年の五マイル法（the Five Mile Act）も非国教徒の教育に非常に大

きな影響を及ぼした。前者は、国教会の礼拝・祈祷の方法を統一した法であり、祈祷書に宣

誓しないかぎり、聖職者や教師という職に就くことを禁じた法である。これにより非国教徒

は特に宗教的な教育を人々に与える機会が奪われた。後者は、非国教徒を教区から追放し、

かつて居住していた地域の五マイル以内に近づくことを禁止した法律である。その結果、非

国教徒たちは、教区にある学校で学ぶ機会も剥奪されてしまった。初等教育から高等教育に

いたるまで、非国教徒たちは、国が創設した教育機関でのあらゆる教育機会を奪われたので

あった。それゆえに、非国教徒の教育水準を維持するために自前のアカデミーを創設する必

要があった。

　当初、非国教徒アカデミーはオックスブリッジと同じ教育を施し、非国教徒の牧師を育成

するよう意図された。1690年までにイングランドでは30前後のアカデミーが存在した。教師

はほとんどがオックスフォードで教えていたフェローやチューターであった。授業内容は、

古典的なものでありオックスブリッジと同じテキストを用い、ラテン語で行われていた。過

程年数は四年であり、神学が中心であった。

　しかしながら、1720年頃には授業内容はより広範なものとなり、18世紀の中頃以降、アカ

デミーは聖職者教育ではなく、より実学を教育する場へと変貌していく。具体的には、幾何

７）本節の非国教徒アカデミーの歴史的経緯については、Parker（1914）およびHans（1951）参照。
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学、代数、ヘブライ語、地理、フランス語、ラテン語、神学、機械学、物理学、歴史、論理

学、修辞学など非常に多岐にわって教育が行われるようになっていった。従来からあった５

年間の聖職者育成課程だけでなく、３年間の商業課程の創設は、その決定的な契機であっ

た。当初、非国教徒アカデミーは聖職者教育を担ったオックスブリッジと近い教育制度で

あったが、時代の要請ととともに、非国教徒アカデミーの性格は、聖職者教育から実学志向

の労働者育成の教育へと変化していった。

　非国教徒アカデミーがオックスブリッジと類似の制度を持っていたとしてもそこには厳然

たる違いがあった。非国教徒アカデミーは学位を出すことができなかったのである。した

がって、非国教徒の学生は、その多くがスコットランドの様々な大学に進学した。他方、国

教徒の多くは、イングランドのオックスブリッジなどに進学し、学位を取得した。とりわ

け、スコットランドの大学はウォリントン・アカデミーの教師たちに学位を授与し、彼らを

励ましたし、積極的に非国教徒アカデミーの卒業生たちを受け入れた。プリーストリーも例

外ではなく、1764年にウォリントン・アカデミーでの講義内容や『新歴史図表 A New 

Chart of History』（出版は1769年）の業績により、エディンバラ大学から法学博士を授与さ

れた。

　非国教徒アカデミーは、主に、教師の私宅で授業が行われ、寄付や授業料などにより運営

がなされていた。実際、アカデミーの運営方式に関してプリーストリーは国家からの金銭的

補助ないし援助は受けるべきではないと主張している。それはキリスト教の精神から逸脱す

るからである。「初期のキリスト教徒は、自分たちの富の大部分を公共利用のために捧げて

いた（Priestley 1791a, 424）」とプリーストリーは論じ「真の宗教はそれに愛着をもつ人々

の自由で自発的な支援を求めているし、堂々と他のあらゆる方法で維持されることを拒否し

ている（424）」と言うのである。教育機関もそうであるべきであり、そうであるからこそ、

政府から独立に行うことが可能となるとプリーストリーは信じたのである。

　プリーストリーは従来の聖職者教育と実践的教育の二つの経路をウォリントン・アカデ

ミーで確立した。彼が教鞭をとったころのウォリントン・アカデミーは、アカデミーの歴史

において頂点にたち、アカデミーの一つの典型となった。それは、ウォリントン・アカデ

ミーの歴史を見ればよくわかる。ウォリントンは二大商業都市であるリバプールとマンチェ

スターの中間に位置し、1757年に両都市から不満が出ないウォリントンにアカデミーが開設

された。「そこはまた、ロンドンとエディンバラの中間であり、南部と北部を境するマー

シー河を渡る主街道の橋頭にあたる地でもあった」（クラウザー 1964, 175）のである。この

ような地理的要因に加え、教育水準の高さから、イングランドだけでなく、西インド諸島や

アメリカ植民地からも学生が入学した。学生の入学年齢は14歳から18歳が通常であった。学
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生は教師の私宅に下宿し、講義はそのための建物で行われた。その講義の中でもとりわけ注

目に値するのは、授業として英語を教えたことである。ウォリントン・アカデミーは英語を

教科としてイングランドの高等教育機関で初めて教えたと言われている８）。1762年には、ア

カデミーは拡張され、寄宿制のカレッジとなった。経済的支援は、マンチェスターやリバ

プール、バーミンガムの実業家によって行われていた。1786年の閉校まで、彼らは支援を続

けた。また、ウォリントン・アカデミーは、人種や信教などの制限なく、あらゆる人を公平

に受け入れ続けた。国教徒も例外ではなく、1780年には学生の約３分の１がイングランド国

教徒であったと言われている９）。

　さらに非国教徒アカデミーとオックスブリッジの違いについて、プリーストリーは、非国

教徒アカデミーが、審査・自治体法によって「不当に大学から締め出された」非国教徒のた

めだけでなく、国教徒に対しても開かれた場所であり、イングランド国教会に管理されてい

る教育機関とは異なり自由な教育を受けることができると論じている。

　 「〔アカデミーの教育を〕区別なく全ての人々が平等に利用することができ、そこでは、非

常に少ない費用で、若者が宗教と政治の両方においてもっとも自由な原理を教えられる。

そして、そこでは、もっとも奴隷的で自由ではない方法で教えられている教育機関よりも

（彼らがこれらの主題に関して本当に教えられたとすればではあるが）、彼らの徳にはまっ

たく危険をもたらさないような方法で〔教育が〕行われるのである（Priestley 1791a, 

425）。」

このように、非国教徒アカデミーの優れた点をプリーストリーは明示的に論じている。それ

では、非国教徒アカデミーでは実際にどのような教育が行われていたのだろうか。

４　非国教徒アカデミーとプリーストリーの教育案

　プリーストリーは、教育を通して、自律的で主体的な個人の育成を考えていた。彼の教育

論の主眼は、上で見たように国家にとって「賢明で有徳な人々の形成」であった。しかしな

８）その成果として、プリーストリーは1761年に『英文法の初歩The Rudiments of English Grammar』
を出版していることは注目に値するであろう。

９）例えば、経済学者であるトマス・ロバート・マルサスもウォリントン・アカデミー卒業後にケンブリッ
ジ大学に進学したことはよく知られている。ウォリントン・アカデミーの歴史や運営方法、またその
学校が当時持っていた社会的機能についての極めて優れた研究として三時（2012）を挙げることがで
きる。
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がら、すべての人が国家にとって「賢明で有徳な人々」になるという理想を当時のイングラ

ンドで達成することは不可能であると彼は見なした。「財産や地位をもつ人々」は国家の成

り行きには興味を失い、富を蓄え、一時的な快楽を追求することにしか興味をもたないの

で、教育にも興味をもたない。そして最下層の人々は、自分たちで選択をできないので、受

けるべき教育を選択することができない。プリーストリーは「助言」として、最下層の人々

を教育するいくつかの項目を提示した。

　 「生活の最下層にいる人々への助言は、彼らの子どもたちの教育に関して言えば、いくつ

かの項目に必然的に限定される。それは、勤勉、節酒、正直の習慣や他の徳であり、もし

可能であれば、彼らに読み書きを教えることである。」（Priestley 1778, 128）

　プリーストリーは勤勉等を初等教育で必ず身につけなければならないと徳と考えていた。

それは最下層の人間にとって不可欠であるにもかかわらず、おそらく当時の最下層の人たち

がそのような徳を全く身につけていないと彼が見なしたからであろう。そして、そのような

徳をすでに初等教育において獲得している中産階級に対して、さらなる教育が必要とプリー

ストリーは考えていた。言い換えれば、プリーストリーは勤勉などの徳をすでに得ているこ

とを前提として、「賢明で有徳な人」の形成をめざす彼の高等普通教育案が有効になると考

えたのである10）。実際にプリーストリーは下記のように論じている。

　 「人類の大部分に関して、その生活状況が低いものであれば、官能的な快楽の唯一の追求

は彼らの支援に必要であるかの勤勉にとって極めて有害である。事実、それは非常に多く

の財産を浪費し、人々が豊かさから貧困へと貶めるのにしばしば十分である。そのような

状況では彼らは貧困と闘うことはもっともできないのである。」（Priestley 1772-1774. 33-

34）

　 「現世の事物および現世での私たちの状況に関して、不安ではなく勤勉が私たちにあらゆ

るところで推奨されている。とりわけ、怠惰はしばしば精巧に野ざらしにされ、不断の努

力 diligence は箴言において称賛されている。」（309）

10）実際、プリーストリーは最下層の人々に対する教育の具体案について論じてない。彼の主なターゲッ
トはあくまでも中産階級であった。実際、18世紀後期の産業革命期において初等教育運動はそれほど
積極的なものではなく、19世紀に入り日曜学校等でようやく積極的な展開を見せるようになった（山
本 2017. 273-275）。
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　プリーストリーは、自身が教育しようと意図した中産階級を「ジェントルマン」と呼ん

だ。そして、「指導者、軍の指揮官、法律家、商人、専門的なカントリー・ジェントルマン」

（Priestley 1778. 200）である「ジェントルマン」を「賢明で有徳な人々」にすることを最優

先事項として考えた。プリーストリーは、従来理解されていたよりも広範な人々を「カント

リー・ジェントルマン」として理解していた。このような広義のジェントルマン理解がプ

リーストリーの教育論の特徴である。

　そして、そのような広義の「ジェントルマン」に対する教育機関および教育機会が、現行

の公教育制度において欠如しているというのが、プリーストリーの認識であった。

　 「適切な学問課程が─知的職業に適合させられる人々とは異なり、活動的生活の最も重

要な立場を満たすよう意図されている─ジェントルマンたちに与えられていないこと

は、現行の公教育制度における欠陥であるように思われる。」（185）

聖職者としてではなく実際に経済活動に携わるような人々を育成する機会がないことに対し

てプリーストリーは異議を唱えているのである。これまでは聖職者だけが学ぶ機会を与えら

れ、教育制度全体がそのように設計されている。たとえ聖職者になるつもりのない人々が教

育を受ける機会を得ようとしても、彼らに対して特別な教育は施されなかったのである。な

ぜなら、聖職者のための「全般的な教育課程は、市民生活の業務 business から非常にかけ

離れている」（191）からである。そのような教育計画は、「経験を欠いている」ような「偉

大な思弁家」が作っている。「思弁家は、実践することがもっともできない計画、ないし、

もし実践されればもっとも理性に反している計画を考案する」（193）のでそのような「市民

生活」からかけ離れた計画案となっているのである。

　このような当時の教育制度から弾かれた人々を教育する機関として、プリーストリーはア

カデミーを有効活用しようとしたのである。そこでは、聖職者という知的職業者を育成する

のではなく、「高等普通学校」により「賢明で有徳な人々」とりわけ「ジェントルマン」を

育成しようと考えたのであった。その課程は３つに大別される。つまり、歴史、イングラン

ド史、現在のイングランドの国制および法の歴史である。「ジェントルマン」はそのような

教育により、「国家に対して貢献する」（200）ようになるのである。しかしながら、その課

程をより理解するためには、それ以前に従来の聖職者教育のためになされていたような古典

教育などを受けることが有用であることを認めたが、実務にあたるうえでより重要な知識を

習得する必要があるとプリーストリーは考えた。なぜなら、「貿易や製造業に携わる人々に

とって、ラテン語やギリシャ語の知識は直接的な有用性をもたないかもしれない（44）」か
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らである。そして彼は以下のように論じる。

　 「この過程の学生は、フランス語を非常によく理解する必要があるし、より有用な実践的

な数学の知識を獲得し、非常によき計算者となるべきである。そして、もし可能ならば、

自由教育のあらゆる計画において欠いてはならない代数や幾何学の知識をもつべきであ

る。」（206-207）

そして、これらの知識を習得したのち、以下にあげるとりわけ３つの講義を追加的に受ける

ことが「高等普通学校」として必要であると考えたのであった。

　第一に、歴史は、「もっとも高次な利用に対するその補助を容易にし、有能な指導者や聡

明で有用な市民の形成に貢献する」（197）ために必要な科目である。とりわけその中でも商

業の歴史を学ぶことは重要であるとプリーストリーは考えていた。なぜなら、商業の歴史を

学ぶことは、「自分たちと国家に仕えるよう目されているジェントルマンが、自分たちが賞

賛するような科学的で結合された方法で論じられた商業の偉大な金言」を学ぶことによっ

て、「でたらめで軽率な方法や表面的な事物の見方から適用された観念」（199）から簡単に

左右されなくなるからである。また、「商人が、貿易や商業の原理をもっともよく説明して

いるような著述家への愛着を得、理解や判断とともにそれらを読む能力があることによっ

て、ほとんどないしもっとも不的確にビジネスを行わないと考えられることは決してない」

（207）からでもある11）。そして、プリーストリーは、歴史にだけでなく、「商業地理

commercial Geography」にも注意を傾ける必要があると論じている。「商業地理」とは、

「商業に関する世界の状態を示し、それを維持するのにもっとも有利な状態を指摘し、商業

の適切な主題であり、そうであるだろう国々の自然史の部分に着目する」学問領域を指す

（260-261）。このような知識をもつことにより視野がより拡がり、新しいものやたとえ奇抜

なものであったとしても注意を引くことができるようになるのである。

　第二に、イングランドの過去から現在までの進歩の過程を学ぶことは、イングランドの独

11）この点からプリーストリーは当時、揺籃期にあった経済学（特にアダム・スミスの『国富論』）もカリ
キュラムの中に積極的に導入しようとした。また、Willy（ [1940] 1957. 200 / 訳224 ）は、次のように
も論じる。「プリーストリーがウォリントン・アカデミーの教科過程を改定したのは、オックスフォー
ド大学に経済学の講座が設けられる60年前、そして歴史学が独立した専攻課程となる100年以上も前の
ことであった。」しかし、この記述はやや正確性を欠いている。というのも、プリーストリーは経済学
をあくまでも道徳哲学の中にある一つの分野とみなし、経済学の重要性を指摘しつつも、それを専門
課程として設置しようとする議論は見られない。Willy の指摘は興味深いが、プリーストリーの意図か
らは逸脱していると考えるのが正確であろう。
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自性に着目するために必要であるとプリーストリーは論じている。その中では、商業に加

え、農業についても言及される。商業や農業といった「事物がその国家〔この場合はイング

ランド〕にどのようにもたらされたのか」を知ることによって、「どのようにそれらが改良

されるかを私たちが判断できるようになる」のである。また、商業や農業が悪い状況に陥っ

た時も、その知識から「どのようにすればそれらを避けることができるのか」を考えること

ができるようになるのである。なぜなら、これらの部門は、とりわけ地理的な要因によって

取るべき対策を変化させなければならないからである。それゆえに、歴史全般よりも「直接

的な有用性」をもっているとプリーストリーは考えていたのであった（265-267）。

　第三に、現在のイングランドの国制および法についてである。国制や法は、イングランド

国内における「平和と幸福」をどのように守るのかを「規定 provision」したものである。

それは、公的領域と私的領域の二つ側面から考察される。「公的ないしより一般的性質をも

つ法」は、「政府の維持や貿易、商業および様々な公的に便利であるものに関する法」を取

り扱う。他方、「他者に対する個人の相互義務」と言い換えられる私的領域は、「現実的で個

人的な私たちの生命、手足、自由、名声、所有を保護する」ために「規定」された法や、

「両性間の交際や家庭内の関係に関する法」が考察される。プリーストリー自身は、この講

義が行われる前に、人種や身分を分け講義を行わないように求めている（298-300）。受講者

を中産階級ないし「ジェントルマン」に限定していないのである。どのような人種や身分で

あろうともこれらの法は適用可能であり、これらの法が守られれば、国内だけでなく世界的

にも「平和と幸福」をもたらすことができると考えているのである。

　プリーストリーはこの講義計画が「賢明で有徳な人々の形成」に極めて有益であると考え

た。「ジェントルマン」個人だけでなく、一般のより多数な人々にとっても多くの利点をも

たらすと考えたのであった。これらの過程を学ぶことによって、ジェントルマン同士での会

話は円滑になる。そのような会話を重ねれば重ねるほど、様々な観点を獲得することがで

き、多様な考えにも寛容になるであろう。このような視点を獲得すれば、そのような教育を

受けていない人々にも会話を通して伝達することが可能となるのである。「そして、これら

の主題がより多くの国民によって理解されればされるほど、国民がそのような知識によって

より多くの利益を得るであろう。」（206）プリーストリーは「ジェントルマン」の育成が最

終的には国民全体の利益にかなうと考えていたのである。また、多様な視点ではなく、均一

化された視点から引き起こされる「冷静さや公平さの精神」（229）を欠いているような「多

くの政治的悪」は、「祖国愛への不足ではなく現在の国制や利害への無知」（223）から引き

起こされる。それゆえ、多様な視点をもち、様々な知識を共有することが必要であるとプ

リーストリーは考えたのである。
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　このような歴史的知識は過去の経験を教訓として提示してくれるが、現代にはそのまま適

用できない。プリーストリーは「私たちは、古代のすべての遺産を究明し、価値ある古代の

著述家を説明している先駆者の学問的骨折りに感謝している。だが、彼らの生活の金言は、

現在の世界に適用できないだろう」と述べる。だが、そうであるからこそ会話することがま

すます重要になる。「近代史、政策、技芸、製造業、商業などの主題は、すべての賢明な会

話の一般的な話題である」からこそ、「彼ら自身は、同じ話題について話すよう義務付けら

れているのがわかる」のである（212-213）12）。

　これらの会話を円滑にし、これらの主題を専門家集団や知識階級だけのものとしないよう

にするために、プリーストリーは、母国語である英語でこれらの講義を行うように提案して

いる。「あらゆることが母国語で話されて」おり、「外国語や死語ではほとんど書かれさえし

ていない」ので、日常語である英語で講義を受けることは、他者に伝達する際の助けともな

る（211-212）。プリーストリーはまた、「ほとんどすべての価値ある知識は近代言語に中に

見出されうるし、もし人々が世に対して彼の考えを伝えようとすれば、同様の経路でなされ

るであろう（42）」と論じている。英語を使用することにより、より円滑な会話を可能とす

るであろう。中産階級は英語を基盤とし、労働者などの多くの人々に知識を伝達する。そう

することによってそれらの知識は、全ての人々の間で共有可能となり、その知識がより利用

され、促進されるようになるのである。

５　まとめ

　プリーストリーの歴史教育は、産業革命が花開きつつあったイングランドにおいて、時代

に適合した「有徳な人間の形成」および時代を先導するような指導者の育成にその主眼が

あった。このような教育により、「科学、技芸、製造業、商業をより繁栄させ、戦争の根絶、

戦争から引き起こされる人類に対しての大災害の根絶（Priestley 1791a, 434）」をもたらす

ことができるとプリーストリーは考えていたのであった。

　そのためには、教育を国家から引き離す必要があった。なぜなら、国家が教育を独占して

いるような状態では、人間は自律的かつ主体的になりえないからである。教育を国家から切

り離すことは、国教会から引き離すことも意味する。プリーストリーにとっては、政教分離

と国家と教育の分離は同じことを意味していたのである。

　だから、国教会制度そのものも議論の対象となる。イングランドの根本を揺るがしかねな

いような議論も行う必要があるとプリーストリーは考えていたのであった。「宗教の問題、

12）プリーストリーは科学方法論的な観点からも歴史を重要視していた。松本（2018）参照。
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とりわけ宗教の国教制に関するあらゆるものは、厳密に吟味にさらされなければならない。

世界の政治状態は、この種の議論を完全に必要としている（432-433）」とプリーストリーは

論じる。このような議論がなければ、「有徳な人間の形成」は決して行なうことができない。

プリーストリーの教育論は、歴史を辿って、現在の根本的な部分を問い直すこと、そして、

教育制度をより良く変革し、完成に近付けていくことにあった。
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